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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 保健福祉総合センター利用の承認

根 拠 法令 名 厚岸町保健福祉総合センター条例（平成 12年厚岸町条例第 39号）

根 拠 条 項 第７条第１項

根 拠 条 文 保健センターを利用しようとする者は、あらかじめ町長の承認を

受けなければならない。

審 査 基 準 次に掲げるもののいずれかに該当しない場合に許可する。

の 内 容 １ 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認められると

き。

２ 保健福祉総合センターの建物又は附属設備、備品等をき損する

おそれがあると認められるとき。

３ 管理運営上支障があると認められるとき。

４ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号の暴力団及び同条第６号の暴力団員の
利 益になると認められる場合

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０２）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 多機能共生型地域交流センター使用の許可

根 拠 法令 名 厚岸町多機能共生型地域交流センター条例（平成 22 年厚岸町条
例第 12号）

根 拠 条 項 第５条第１項

根 拠 条 文 次に掲げる施設を使用しようとする者は、あらかじめ町長の許可

を受けなければならない。

(1) 憩いのサロン室

(2) 交流ルーム

(3) 集会室

(4) 調理室

審 査 基 準 次に掲げるもののいずれかに該当しない場合に許可する。

の 内 容 １ 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認められると

き。

２ 共生型地域交流センターの建物、附属設備、備品等をき損する

おそれがあると認められるとき。

３ 管理運営上支障があると認められるとき。

４ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号の暴力団及び同条第６号の暴力団員の
利 益になると認められる場合

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０３）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 多機能共生型地域交流センター使用料の免除

根 拠 法令 名 厚岸町多機能共生型地域交流センター条例（平成 22 年厚岸町条
例第 12号）

根 拠 条 項 第８条第３項

根 拠 条 文 (使用料)
第８条 共生型地域交流センターの使用料は、無料とする。ただし、
第４条の事業以外で使用するときは、別表第１（略）及び別表第
２（略）により算定した額(その金額に 10 円未満の端数が生じた
ときは、その端数を切り捨てるものとする。)の使用料を納入し
なければならない。

２ 使用料は、原則として前納とする。
３ 第１項ただし書の規定にかかわらず、町長が特に必要があると
認めたときは、使用料を免除することができる。
(事業)

第４条 共生型地域交流センターは、第１条の設置目的を達成する
ために、次に掲げる事業を実施する。
(1) 子育て支援事業の実施に関すること。
(2) 障害者地域活動支援事業の実施に関すること。
(3) 共生型地域交流センターを地域住民の使用に供すること。
(4) 地域住民の文化及び教養の向上に関すること。
(5) 地域住民の福祉の増進に関すること。
(6) 高齢者、障害者、就学前の児童(その保護者を含む。)等の交
流に関すること。

(7) その他設置の目的を達成するために必要な事業

審 査 基 準 次に掲げるもののいずれかに該当する場合に使用料を免除する。
の 内 容 (1) 子育て支援事業の実施に関すること。

(2) 障害者地域活動支援事業の実施に関すること。
(3) 共生型地域交流センターを地域住民の使用に供すること。
(4) 地域住民の文化及び教養の向上に関すること。
(5) 地域住民の福祉の増進に関すること。
(6) 高齢者、障害者、就学前の児童(その保護者を含む。)等の交
流に関すること。

(7) その他設置の目的を達成するために必要な事業
※ 町長が特に必要があると認めたとき。（災害による避難）

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３日（機関名：保健福祉課地域支援係）
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所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考

様式２（行政手続条例適用：個票番号５０４）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 多機能共生型地域交流センター使用料の還付申請

根 拠 法令 名 厚岸町多機能共生型地域交流センター条例施行規則（平成 22 年厚岸町規
則第５号）

根 拠 条 項 第６条第２項

根 拠 条 文 第６条 条例第９条ただし書の規定により使用料を還付する場合

は、次のとおりとする。

(1) 使用日の３日前までに、使用中止、変更の届出又は使用許可
の取り消しがあった場合

(2) 天災その他使用者の責めに帰さない理由により、共生型地域
交流センターの使用ができなくなった場合

２ 使用料の還付を受けようとするものは、使用料還付申請書(別

記様式第５号)を町長に提出しなければならない。

条例

第９条 既納の使用料は、還付しない。ただし、町長が必要がある

と認めたときは、規則で定めるところにより、その全部又は一部

を還付することができる。

審 査 基 準 次に掲げるもののいずれかに該当する場合に還付する。

の 内 容 (1) 使用日の３日前までに、使用中止、変更の届出又は使用許可
の取り消しがあった場合

(2) 天災その他使用者の責めに帰さない理由により、共生型地域
交流センターの使用ができなくなった場合

標 総 期 間 １０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課地域支援係、総合政策課、出納室）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０５）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 多機能共生型地域交流センターの特別の設備等の許可

根 拠 法令 名 厚岸町多機能共生型地域交流センター条例施行規則（平成 22 年厚岸町規
則第５号）

根 拠 条 項 第７条

根 拠 条 文 第７条 条例第 10 条第１項第３号の規定により特別な設備等の許
可 を受けようとする者は、使用申請の際に、町長の許可を受けな

け ればならない。

条例第 10条第１項第３号
使用上特別な設備をしようとするとき又は既設のものに変更を加

え、若しくは特殊な機械等の持込みをしようとするときは、あらか

じめ町長の許可を受けること。

審 査 基 準 現状復旧が確実と見込まれ、かつ、次に掲げるもののいずれかに

の 内 容 該当しない場合に許可する。

１ 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認められると

き。

２ 共生型地域交流センターの建物、附属設備、備品等をき損する

おそれがあると認められるとき。

３ 管理運営上支障があると認められるとき。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０６）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 生活福祉資金等利子補給金の交付申請

根 拠 法令 名 厚岸町生活福祉資金等利子補給条例（平成２年厚岸町条例第 21号）

根 拠 条 項 第６条

根 拠 条 文 利子補給金の交付を受けようとする借受人は、毎年４月１日から

翌年３月 31 日までの期間(以下、この条において「当該期間」とい
う。)に係る第５条に規定する利子補給金を当該期間の終了するま

でに別に定めるところより、町長に交付申請をしなければならない。

ただし、当該期間の途中で償還期日が到来した者は、その期日の属

する月の翌月の末日までに町長に申請することができるものとす

る。

審 査 基 準 申請を受理したときは、その内容を審査し利子補給金を交付すべ

の 内 容 きものと認めた時は予算の範囲内においてその交付額を決定し、す

みやかに利子補給金交付決定通知書(別記第 2 号様式)により当該申
請者に通知するものとする。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係、総合政策課、出納室）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０７）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 ウタリ住宅新築資金等貸付の決定

根 拠 法令 名 厚岸町ウタリ住宅新築資金等貸付条例（昭和 62 年厚岸町条例第 16
号）

根 拠 条 項 第７条

根 拠 条 文 町長は、前条の規定による申請があつたときはその内容を審査し、

貸付の可否を決定し、その旨を申請者に通知しなければならない。

審 査 基 準 次に掲げるもの全てに該当する場合に貸付決定する。

の 内 容 ・ 新築資金等の貸付を受けることができる者は、本町内に住所を

有し、本町内の区域内において新築工事等を行おうとするウタリ

で、町長が必要と認めた者とする。

・ 新築資金等の貸付を受けることができる者は、次の各号に該当

する者で、町長が適当と認める者とする。

(1) 貸付の申込日を基準として町内に引続き１年以上居住し、次
に掲げるものを完納していること。ただし、現に滞納がある場

合であっても、その納入について町長が確実と認められるとき

は、この限りでない。

ア 町税

イ 国民健康保険税

ウ ごみ処理手数料

エ 保育料

オ 町営住宅使用料

カ 水道料及び下水道使用料

(2) 元利金の償還可能な者で、かつ、独立の生計を営む成年者で
である連帯保証人を立てることができる者

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０８）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 ウタリ住宅新築資金等貸付金の償還の猶予及び免除

根 拠 法令 名 厚岸町ウタリ住宅新築資金等貸付条例（昭和 62 年厚岸町条例第 16
号）

根 拠 条 項 第 15条

根 拠 条 文 町長は、借受者が次の各号の一に該当する場合で、やむを得ない

と認められるときは、償還金の全部又は一部の支払いを猶予し、又

は免除することができる。

(1) 災害その他特別の理由により償還金を支払うことが著しく困
難であると認められるとき。

(2) 災害その他借受者の責めに帰することができない理由によ
り、新築資金等の貸付を受けて新築、購入又は改修をした住宅

が、滅失若しくはそれと同等の被害を受けたとき。

審 査 基 準 現地での事実確認をし、条例に規定する事項に該当する場合に決

の 内 容 定する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５０９）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 ウタリ住宅新築資金等貸付金の違約金の免除

根 拠 法令 名 厚岸町ウタリ住宅新築資金等貸付条例（昭和 62 年厚岸町条例第 16
号）

根 拠 条 項 第 16条第１項

根 拠 条 文 町長は、借受者が償還期日までに償還金の支払いをしないとき、

又は第 14 条(第１号及び第２号を除く。)の規定による一時償還の
請求を受けた金額を支払わなかつたときは、償還期日の翌日から支

払い日までの日数に応じ、延滞した額につき年 10.95 パーセントの
割合で計算した違約金を徴収する。ただし、町長は特別の理由があ

ると認めるときは、違約金の全部又は一部を免除することができる。

審 査 基 準 必要な調査、事実確認をし、次の各号のいずれかに該当する場合

の 内 容 に免除する。

(1) 借受者若しくは同居の親族が死亡又は長期の加療を要する疾
病若しくは負傷により、償還が著しく困難であると認められる

とき。

(2) 借受者が災害による被害を受け、償還が著しく困難であると
認められるとき。

(3) 借受者が生活保護法(昭和 25 年法律第 144 号)による被保護
者 となつたとき。

(4) その他前各号と同一の事情にあると認められるとき。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５１０）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 災害見舞金支給の認定

根 拠 法令 名 厚岸町災害見舞金支給条例（平成元年厚岸町条例第７号）

根 拠 条 項 第４条

根 拠 条 文 町長は、被害の状況等を調査し、見舞金の支給の可否を認定する。

審 査 基 準 必要な調査、事実確認をし、次に掲げる被害者(第１号の場合は、

の 内 容 その世帯主)又はその遺族、若しくはその保護者に支給する。

(1) 災害により建物が焼失、損壊、流失、埋没、浸水等の被害を
受けた世帯

(2) 災害により死亡した者
(3) 災害による負傷のため、10日以上の入院治療を要する者

（定義）

(1) 災害とは、火災又は暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、
津波、その他自然災害で町長が認めたものをいう。

(2) 建物とは、専ら居住の用に供し、現に入居している建物(以
下「住宅」という。)及び牛馬等の飼育に供している施設(以下

「畜舎等」という。)若しくは海産物等を収納している施設(以下

「漁舎等」という。)をいう。

(3) 被害者とは、災害により被害を受けた者で、現に本町に居住
し、住民基本台帳法(昭和 42 年法律第 81 号)に基づき、本町の

住 民基本台帳に記録されている者をいう。

(3) 被害者とは、災害により被害を受けた者で、現に本町に居住
し、住民基本台帳法(昭和 42 年法律第 81 号)による住民票に記

載 されている者、又は外国人登録法(昭和 27 年法律第 125 号)
によ る外国人登録原票に登録されている者を言う。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 11 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５１１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 災害援護資金貸付の決定

根拠法令名 厚岸町災害弔慰金の支給等に関する条例（平成元年厚岸町条例

第６号）

根 拠 条 項 第 18条第１項

根 拠 条 文 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人を 1名
たて、町長に借受け申請をしなければならない。

審 査 基 準 必要な調査、事実確認をし、北海道の区域内において生じた災害

の 内 容 で、災害救助法による救助の行われた災害(以下この章において単

に「災害」という。)により、次条に規定する被害を受けた世帯の

町民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害

援護資金の貸付けを行うものとする。

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第 10 条第 1 項に規
定 する用件に該当するものでなければならない。

(対象被害)

被害の程度は、次の各号のいずれかに該当する被害とする。

(1) 療養に要する期間がおおむね 1月以上である世帯主の負傷
(2) 住居又は家財の被害金額が、当該住居又は家財の価格のおお
むね３分の１以上である損害

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 12 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５１２）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 災害援護資金貸付金の違約金の免除

根拠法令名 厚岸町災害弔慰金の支給等に関する条例（平成元年厚岸町条例

第６号）

根 拠 条 項 第 21条

根 拠 条 文 町長は、災害援護資金の貸付けを受けた者が、支払い期日に償還

金又は前条の規定により一時償還すべき金額を支払わなかったとき

は、延滞元利金額につき年 10.75 パーセントの割合をもって支払い
期日の翌日から支払い当日までの日数により計算した違約金を徴収

する。ただし、当該支払期日までに支払わないことにつき、災害そ

の他やむを得ない理由があると認められるときは、この限りでない。

審 査 基 準 必要な調査、事実確認をし、災害その他やむを得ない理由がある

の 内 容 と認められる場合に免除する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 13 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５１３）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 災害援護資金貸付金の償還金の猶予

根拠法令名 厚岸町災害弔慰金の支給等に関する条例（平成元年厚岸町条例

第６号）

根 拠 条 項 第 22条第１項

根 拠 条 文 町長は、災害、盗難、疾病、負傷その他やむを得ない理由により、

災害援護資金の貸付けを受けた者が、支払期日に償還金を支払うこ

とが著しく困難になったとみとめられるときは、第 15 条第２項の
規定にかかわらず償還金の支払いを猶予することができる。

審 査 基 準 必要な調査、事実確認をし、災害、盗難、疾病、負傷その他やむ

の 内 容 を得ない理由があると認められる場合に猶予する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 14 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５１４）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 出産祝金支給の決定

根 拠 法令 名 厚岸町出産祝金支給規則（平成 19年厚岸町規則第６号）

根 拠 条 項 第６条第１項

根 拠 条 文 町長は、申請書を受理したときは、第 3 条に定める支給要件に該
当しているか否かを審査し、受給資格があると認めたときは、出産

祝金支給決定通知書(別記様式第 2 号)により申請者に通知するもの
とする。

審 査 基 準 規則で定める基準のとおり

の 内 容

厚岸町出産祝金支給規則（平成 19 年厚岸町規則第６号）第５条
で定める申請書及び添付書類による申請があった場合、受給資格を

確認し、決定・支給する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 ５日（機関名：町民課窓口サービス係）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ２５日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 15 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５１５）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 町立保育所入所の承認

根 拠 法令 名 厚岸町立保育所条例（昭和 49年厚岸町条例第２号）

根 拠 条 項 第４条第１項

根 拠 条 文 保育の実施は、児童の保護者のいずれもが次の各号のいずれかに

該当することにより、当該児童を保育することができないと認めら

れる場合であつて、かつ、同居の親族その他の者が当該児童を保育

することができないと認められる場合に行うものとする。

審 査 基 準 条例で定める基準のとおり

の 内 容

厚岸町立保育所条例施行規則（昭和 62 年厚岸町規則第７号）第
３条で定める申請書による申請があった場合。

厚岸町立保育所条例（昭和 49 年厚岸町条例第２号）第４条第１
項の各号のいずれかに該当し、かつ、第４条第２項のいずれにも該

当しないことの確認のために必要書類等の提出を求め、保育が必要

な場合、入所承諾を行う。

標 総 期 間 １４日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １４日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 16 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５１７）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 町立へき地保育所入所の承諾

根 拠 法令 名 厚岸町立へき地保育所条例（昭和 49年厚岸町条例第４号）

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 町長は第２条に定める入所定員の範囲内で保育児童を入所させる

ことができる。

審 査 基 準 条例で定める基準のとおり

の 内 容

厚岸町立へき地保育所規則（昭和 49 年厚岸町規則第２号）第４
条で定める申請書による申請があり、保育が必要な場合、入所承諾

を行う。

標 総 期 間 １４日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １４日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 17 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５２０）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 児童館使用の承認

根 拠 法令 名 厚岸町児童館条例（平成６年厚岸町条例第５号）

根 拠 条 項 第８条第１項

根 拠 条 文 児童を除き、児童館を使用しようとする者は、あらかじめ町長の

承認を受けなければならない。ただし、児童館が主催する事業等に

参加する児童以外の者の使用の場合は除く。

審 査 基 準 １ 次に掲げるもののいずれかに該当していること

の 内 容 (1) 児童に係る地域組織活動の育成助長のための母親クラブ、子
ども会等の使用。

(2) １の指導者養成を図る事業を行うための使用。
(3) 地域の児童の健全育成に必要な活動を行うための使用。
(4) その他(1)から(3)に類すると認められる使用。

２ 次に掲げるものに該当しないこと

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
法律第 77 号）第２条第２号の暴力団及び同条第６号の暴力委

団 員の利益になると認められる場合。

(2) 公の秩序又は善良な風俗を乱す恐れのあるとき。
(3) 建物及び設備を破損、汚損若しくは滅失する恐れのあるとき。
(4) その他児童館行事、運営等に支障があると認められるとき。

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 ２日（機関名：児童館 ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 18 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５２１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 児童館使用料の減免

根 拠 法令 名 厚岸町児童館条例（平成６年厚岸町条例第５号）

根 拠 条 項 第 10条第２項

根 拠 条 文 (使用料等)

第 10 条 児童館の使用料は無料とする。ただし、第 8 条第 1 項に
より 使用する場合、使用者は町長が別に定める燃料費、電気料の

実費 相当額(以下「利用料」という。)を納入しなければならない。

2 前項の利用料は、第 1条の設置目的に使用の場合は全額免除し、
社会福祉、公共(益)の用に供するとき、又はその他特別の理由が

あるときは、これを減免することができる。

審 査 基 準 １ 次に掲げるもののいずれかに該当していること

の 内 容 (1) 児童に係る地域組織活動の育成助長のための母親クラブ、子
ども会等の使用。

(2) １の指導者養成を図る事業を行うための使用。
(3) 地域の児童の健全育成に必要な活動を行うための使用。
(4) その他(1)から(3)に類すると認められる使用。

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 ２日（機関名：児童館 ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 19 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５２２）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 がん検診受診の決定

根 拠 法令 名 厚岸町がん予防保健事業条例（平成 12年厚岸町条例第 38号）

根 拠 条 項 第４条

根 拠 条 文 がん検診を受けようとする者(以下「申込者」という。)は、あら

かじめ町長に申込みをしなければならない。

審 査 基 準 町長は、前条の申込みにより、これを審査し、受診の可否を当該

の 内 容 申込者に通知するものとする。

１ がん検診の内容

胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診、乳がん検診及び子宮

がん検診の診査

２ がん検診の対象者

厚岸町に住所を有する 40歳以上の者
ただし、子宮がん検診については、20歳以上の者

標 総 期 間 １日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考



- 20 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５２３）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 予防接種の申込み

根 拠 法令 名 厚岸町予防接種費用徴収条例（平成 13年厚岸町条例第 54号）

根 拠 条 項 第６条第２項

根 拠 条 文 接種希望者は、必要な書類を添えて、あらかじめ、町長に申込み

をしなければならない。

審 査 基 準 町長は前項の規定による申込みを受けたときは、第５条の規定に

の 内 容 基づく対象の有無を調査し、その結果を接種希望者に通知するもの

とする。

１ 予防接種の対象者

厚岸町に住所を有する者で、かつ、予防接種法施行令(昭和 23
年政令第 197 号)第１条に規定する者第１条の３第１項の表イン

フ ルエンザの項及び肺炎球菌感染症(高齢者がかかるものに限

る。) の項に規定する者とする。

(１) 65歳以上の者
(２) 60 歳以上 65 歳未満の者であって、心臓、肝臓若しくは呼

吸 器の機能の障害又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機

能 の障害を有するものとして厚生労働省令で定めるもの

標 総 期 間 １日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考



- 21 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５２５）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種費用助成規則（平成 24 年厚岸町規
則第８号）

根 拠 条 項 第６条

根 拠 条 文 助成を受けようとする者は、別記様式第１号による厚岸町高齢者

肺炎球菌ワクチン予防接種費用助成申請書を町長に提出するものと

する。

審 査 基 準 町長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、助

の 内 容 成の決定をしたときは、申請者に別記様式第２号による厚岸町高齢

者肺炎球菌ワクチン予防接種費用助成金交付決定通知書兼助成券

(以下「助成券」という。)及び別記様式第３号による 23 価肺炎球
菌ワクチン(ニューモバックス NP)接種予診票を交付するものとす
る。

１ 助成の対象者

助成の対象者は、予防接種を受ける時点において、次のいずれ

にも該当する者とする。

(１) 町内に住所を有する者

(２) 70歳以上の者
(３) 過去５年以内に肺炎球菌の予防接種を受けたことがない者

(４) 町が委託する医療機関(以下、「医療機関」という。)にお

いて予防接種を受けることができる者

(５) 肺炎球菌に係る予防接種に対して医療保険またはその他の

補助等の適用がない者

標 総 期 間 １日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考



- 22 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号５２６）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 妊婦健康診査通院交通費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町妊婦健康診査通院支援事業実施規則（平成 19 年厚岸町規則
第４号）

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 助成を受けようとする対象者又は対象者から委任を受けた者(医

師又は助産師が対象者の妊娠を証した書類を持参したもの。)は、

出産するまでの間に、法第 16 条に規定する母子健康手帳を提示の
うえ、申請書(別記様式第１号)を町長に提出しなければならない。

審 査 基 準 町長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、助成

の 内 容 を決定した場合は、助成金決定通知書(別記様式第２号)により、却

下した場合にはその理由を付して申請者に通知するものとする。

１ 助成の対象者

この事業の対象者は、厚岸町に住所を有する者であって、母子

保健法(昭和 40 年法律第 141 号。以下「法」という。)第 15条に
規 定する妊娠の届出があり、出産を予定している者とする。

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考 毎月の決定通知日は、１日とする。ただし、決定通知日が土曜日、

日曜日及び国民の祝日の場合は、翌日又は翌々日とする。
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５２７）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 養育医療費用徴収金の免除

根 拠 法令 名 厚岸町母子保健法施行細則（平成 25年厚岸町規則第２号）

根 拠 条 項 第８条第１項

根 拠 条 文 前項の規定により減免を受けようとする者は、徴収金減免申請書

(別記様式第６号)を町長に提出しなければならない。

審 査 基 準 町長は、年度の途中において災害、病気その他やむを得ない理由

の 内 容 により納入義務者の収入又は必要経費に著しい変動が生じたため、

徴収金を納入することが困難であると認めるときは、これを減免す

ることができる。

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 528）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 多機能共生型地域交流センター車いす対応福祉車両使用の承認

根 拠 法令 名 厚岸町多機能共生型地域交流センター車いす対応福祉車両使用管理規則（平成 22 年厚
岸町規則第 31号）

根 拠 条 項 第 6条第 1項

根 拠 条 文 福祉車両を使用しようとする者（使用しようとするものが 18 歳
未満であるときは、その保護者。以下「申請者」という。）は、使

用承認申請書（別記様式第 1号）を町長に提出しなければならない。
ただし、町長が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。

審 査 基 準 障害者及び心身に障害のある者で厚岸町地域活動支援センターを

の 内 容 利用する者及び児童等の申請により使用承認をする。

標 総 期 間 ３日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 529）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 障害児通所支援利用者負担軽減措置対策費交付の決定

根 拠 法令 名 厚岸町障害児通所支援利用者負担軽減措置対策費交付規則（平成 18 年厚岸町
規則第 34号）

根 拠 条 項 第 11条

根 拠 条 文 町長は、前条第 1項又は第 2項の規定による申請があったときは、
申請書の内容を審査し、軽減措置対策費の交付の可否を決定し、利

用者負担軽減措置対策費交付決定通知書により当該事業者又は当該

対象者に通知しなければならない。

審 査 基 準 心身の発達に遅れや障害のある児童について、児童福祉法におけ

の 内 容 る障害児通所支援を利用し負担上限月額が一般１以上の保護者に対

し交付決定をする。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 530）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 地域生活支援事業利用の決定

根 拠 法令 名 厚岸町地域生活支援事業条例（平成 18年厚岸町規則第 48号）

根 拠 条 項 第 5条第 2項

根 拠 条 文 町長は、前項の申請に基づき、申請者及び世帯の状況等について

審査を行い、サービスの提供の可否を決定するものとして、その決

定内容を文書をもって申請者に通知しなければならない。

審 査 基 準 ・生活サポート事業

の 内 容 障害者総合支援法第 19 条第 1 項の支給決定者となることができ
なかった障害者であって、日常生活に関する支援を行わなければ、

本人の生活に支障を来すおそれのある障害者の申請について、審査

を行い決定する。

・デイサービス事業

身体障害者であって、障害の種類及び程度、日常生活活動の状況

を勘案し決定する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 １日（機関名：厚岸町自立支援協議会）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 531）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 日常生活用具の給付又は貸与の決定

根 拠 法令 名 厚岸町障害者日常生活用具給付等事業実施規則（平成 18 年厚岸町
規則第 61号）

根 拠 条 項 第 6条

根 拠 条 文 町長は、前条の規定による申請があった場合には、当該申請書に

基づき、その内容について別記様式第２号により審査し、給付等の

可否を決定し、給付の決定をした場合は、日常生活用具給付決定通

知書（別記様式第３号）により、貸与の決定をした場合は、日常生

活用具貸与決定通知書（別記様式第４号）により、給付等をしない

ことに決定した場合は、日常生活用具（給付・貸与）申請却下通知

書（別記様式第５号）により申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則第 4 条の規定に該当する障害者等が当該用具に係る見積書を添
の 内 容 付し申請があった場合、その内容について審査を行い決定する。

標 総 期 間 １０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 532）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 手話通訳者・手話奉仕員派遣の決定

根 拠 法令 名 厚岸町障害者等ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援事業実施規則（平成 18 年厚岸町
規則第 56号）

根 拠 条 項 第 7条第 1項

根 拠 条 文 第３条に規定する事業に係るサービスを利用しようとする者

（サービスを利用しようとする者が 18 歳未満であるときはその保
護者。以下「申請者」という。）は、利用しようとする日（連続し

て２日以上利用しようとするときは、その最初の日とする。）の 10
日前までに別記様式第１号のコミュニケーション支援事業利用申請

書を町長に提出するものとする。ただし、町長が緊急かつ必要と認

める場合は、この限りでない。

審 査 基 準 申請内容を確認のうえ、釧路総合振興局通じ北海道ろうあ連盟と派

の 内 容 遣に係る日程調整後決定をする。

標 総 期 間 １０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 ３日（機関名：釧路総合振興局 ）

理

期 協議機関 １日（機関名：北海道ろうあ連盟 ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 533）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 障害児援護旅費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町障害児援護旅費助成規則（平成 21年厚岸町規則第 4号）

根 拠 条 項 第 7条第 3項

根 拠 条 文 第７条 援護旅費の助成を受けようとする保護者（以下「申請者」

という。）は、厚岸町障害児援護旅費助成申請書（別記様式第１

号）に、旅行証明書（別記様式第２号）を添えて町長に提出しな

ければならない。

２ 前項の申請は、第３条第１項に規定する旅行終了後 30 日以内
に 行わなければならない。

３ 町長は、第１項の申請により、助成の決定又は却下をしたとき

は、厚岸町障害児援護旅費助成決定（却下）通知書（別記様式第

３号）により申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 障害児入所施設及び特別支援学校の入退所や訪問等に際し、児童と

の 内 容 その保護者に対し申請により助成の可否を決定する。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 534）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月８日作成

処 分 名 厚岸町障害児通所交通費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町障害児通所交通費助成規則（令和３年厚岸町規則第 50号）

根 拠 条 項 第６条

根 拠 条 文 （申請及び決定）

第６条 交通費の助成を受けようとする保護者（以下この条におい

て「申請者」という。）は、厚岸町障害児通所交通費助成申請書（別

記様式第１号）に、通所証明書（別記様式第２号）を添えて障害児

が施設に通所した日の属する年度の末日までに町長に提出しなけれ

ばならない。

２ 町長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査の上、

助成の可否を決定し、厚岸町障害児通所交通費助成決定（却下）通

知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 次に掲げる障害児通所支援を行う施設に通所し、かつ、その保護

の 内 容 者が自家用車等により当該障害児に付添いしたときは、当該保護者

の申請を受け、助成の可否を通知する。

(1) 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援
(2) 法第６条の２の２第３項に規定する医療型児童発達支援
(3) 法第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイサービス
(4) 前３号に掲げる施設に準ずると町長が認める施設

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 535）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 精神障害者医療費助成の請求

根 拠 法令 名 厚岸町精神障害者医療費の助成に関する条例（昭和 54 年厚岸町条
例第 24号）

根 拠 条 項 第 5条第 1項

根 拠 条 文 医療費の助成方法は、対象者の保護者の請求により行なうものとす

る。

審 査 基 準 精神障害者の保護者より、申請（医療機関の請求書等添付）により

の 内 容 入院医療費（付加給付を除く。）の３割を助成する。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 536）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 精神障害者通所交通費助成の認定

根 拠 法令 名 厚岸町精神障害者通所交通費助成規則（平成 19 年厚岸町規則第
31号）

根 拠 条 項 第 6条第 2項

根 拠 条 文 第６条 通所交通費の助成を受けようとする者（以下「申請者」と

いう。）は、別記様式第１号の厚岸町精神障害者通所交通費助成

認定申請書を町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の規定による申請書により、助成の認定又は不認

定の決定をしたときは、別記様式第２号の厚岸町精神障害者通所

交通費助成認定（不認定）通知書により、申請者に通知するもの

とする。

審 査 基 準 規則で定める基準による

の 内 容 町内に住所を有する精神障害者（公共交通機関利用者）で、社会復

帰のため就労支援事業所に通所する交通費の一部を助成する。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 537）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 難病患者等援護旅費助成の認定

根 拠 法令 名 厚岸町難病患者等援護旅費助成規則（平成 12年厚岸町規則第 38
号）

根 拠 条 項 第 5条第 2項

根 拠 条 文 第５条 援護旅費の助成を受けようとする患者又は保護者は、難病

患者等援護旅費受給資格登録申請書（別記様式第１号）に、公的機

関の発行する患者であることを認定するに足りる書面の写しを添え

て町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の規定による申請により、認定又は不認定の決定

をしたときは、難病患者等援護旅費受給資格登録認定・不認定通

知書（別記様式第２号）を患者又は保護者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則で定める基準による

の 内 容 町内に住所を有する特定疾患患者が町外の医療機関に通院する際の

公共交通機関交通費の一部を助成する。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 538）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 じん臓機能障害者通院交通費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町じん臓機能障害者通院交通費助成規則（平成 12 年厚岸町規
則第 52号）

根 拠 条 項 第 7条第 2項

根 拠 条 文 第７条 通院交通費の助成を受けようとする患者又は保護者（以下

「申請者」という。）は、別記第１号様式の厚岸町じん臓機能障

害者通院交通費助成申請書（以下「申請書」という。）に別記第

２号様式の通院証明書を添付し、町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の規定による申請書により、助成又は却下の決定

をしたときは、別記第３号様式の厚岸町じん臓機能障害者通院交

通費助成決定（却下）通知書により、申請者に通知するものとす

る。

審 査 基 準 規則で定める基準のとおり

の 内 容 人工透析患者で自宅から医療機関まで片道１０㎞以上の者に対し助

成する。

標 総 期 間 ７日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５４０）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

平成２７年２月１２日作成

処 分 名 介護保険料の執行猶予

根 拠 法令 名 厚岸町介護保険条例

根 拠 条 項 第８条第１項

根 拠 条 文 (保険料の徴収猶予)

第 8 条 町長は、次の各号のいずれかに該当することによりその納付すべき保険料の全

部又は一部を一時に納付することができないと認める場合においては、納付義務者の

申請によって、その納付することができないと認められる金額を限度として、1 年以
内の期間を限って徴収を猶予することができる

審 査 基 準 （保険料の徴収猶予)

の 内 容 第 8 条 町長は、次の各号のいずれかに該当することによりその納付すべき保険料の全

部又は一部を一時に納付することができないと認める場合においては、納付義務者の

申請によって、その納付することができないと認められる金額を限度として、1 年以
内の期間を限って徴収を猶予することができる。

(1) 第 1 号被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風水
害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産について著

しい損害を受けたこと。

(2) 第 1 号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したこと、又は
その者が心身に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の収

入が著しく減少したこと。

(3) 第 1 号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は業
務の休廃止、事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。

(4) 第 1 号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、冷
害、凍霜害等による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減少し

たこと。

2 前項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必要とする

理由を証明すべき書類を添付して町長に提出しなければならない。

(1) 第 1号被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者の氏名及び住所
(2) 徴収猶予を受けようとする保険料の額及び納期限又は当該保険料の徴収に係る特

別徴収対象年金給付の支払いに係る月

(3) 徴収猶予を必要とする理由

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課介護保険係）

所 管 部 署 保健福祉課介護保険係
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備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号５４１）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

平成２７年２月１２日作成

処 分 名 介護保険料の減免

根 拠 法令 名 厚岸町介護保険条例（平成 12年厚岸町条例第１号）

根 拠 条 項 第９条第１項

根 拠 条 文 (保険料の減免)

第 9条 町長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があ

ると認められる者に対し、保険料を減免することができる。

審 査 基 準 (保険料の減免)

の 内 容 第 9条 町長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があ

ると認められる者に対し、保険料を減免することができる。

(1) 天災その他特別の事情がある場合において減免を必要と認め

る者

(2) 貧困により生活のために扶助など受ける者

(3) その他特別の事情があると認める者

2 前項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、普通徴

収の方法により保険料を徴収されている者については納期限前 7
日までに、特別徴収の方法により保険料を徴収されている者につ

いては特別徴収対象年金給付の支払に係る月の前々月の 15 日ま
でに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする

理由を証明する書類を添付して、町長に提出しなければならない。

(1) 第 1 号被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持す
る者の氏名及び住所

(2) 減免を受けようとする保険料の額及び納期限又は当該保険料

の徴収に係る特別徴収対象年金給付の支払に係る月

(3) 減免を必要とする理由

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課介護保険係り）

所 管 部 署 保健福祉課介護保険係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 542）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 日常生活用具の給付又は貸与の決定

根 拠 法令 名 厚岸町高齢者日常生活用具給付等事業実施規則

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 町長は、前条の規定による申請があった場合には、当該申請書に基

づき、その内容について別記様式第 2 号により審査し、給付等の可
否を決定し、給付の決定をした場合は、日常生活用具給付決定通知

書(別記様式第 3 号)により、貸与の決定をした場合は、日常生活用
具貸与決定通知書(別記様式第 4 号)により、給付等をしないことに
決定した場合は、日常生活用具(給付・貸与)申請却下通知書(別記

様式第 5号)により申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則別表第１の給付種目別の対象要件に該当する場合に給付する。

の 内 容

標 総 期 間 １０日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 543）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 福祉バス使用の承認

根 拠 法令 名 厚岸町福祉バス使用管理規則

根 拠 条 項 第６条

根 拠 条 文 町長は、前項の使用申込書を受付したときは、調整の上、使用承認

書(別記第 2号様式)を交付するものとする。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容 (1) 町が行う民生、福祉に関する事業

(2) 町内社会福祉団体が行う民生福祉等の事業

(3) 社会福祉活動及びこれに準ずる活動を行つている団体の事業

又は行おうとする団体の事業

(4) その他町長が特に必要と認めるとき。

いずれかに該当する場合に承認する。

標 総 期 間 ４日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ４日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 544）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 介護用品給付の決定

根 拠 法令 名 厚岸町在宅要介護者介護用品給付事業実施規則

根 拠 条 項 第７条第 1項

根 拠 条 文 町長は、前条の規定による給付の申請があった場合は、内容を審査

し、給付を決定したときは別記様式第 2 号による厚岸町在宅要介護
者介護用品給付決定通知書に別記様式第 3 号による厚岸町在宅要介
護者介護用品給付券(以下「給付券」という。)を添えて、給付をし

ないこととしたときは別記様式第 4号による厚岸町在宅要介護者介
護用品給付却下通知書を申請者に送付しなければならない。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容

現に本町に在住し、住民基本台帳法(昭和 42 年法律第 81号)に基づ
き、本町の住民基本台帳に記録されている者のうち要介護認定等に

係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令(平

成 11 年厚生省令第 58 号。以下「省令」という。)第 1 条第 1 項に
規定する要介護 4 又は要介護 5(以下「要介護度」という。)の要介
護者であり、現年度(4 月から 6 月においては前年度)の住民税非課
税世帯の在宅要介護者を現に在宅で介護している家族の者(以下「在

宅介護者」という。)とする。

いずれかに該当する場合に給付する。

標 総 期 間 ４日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ４日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 41 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 545）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和２年１１月４日作成

処 分 名 住宅改修支援費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町介護保険住宅改修支援費助成規則

根 拠 条 項 第５条第２項

根 拠 条 文 町長は、前項の規定による申請があったときは、厚岸町介護保険条

例施行規則（平成 13 年厚岸町規則第 29 号）第 21 条の規定に基づ
く居宅介護住宅改修費等の支給決定を確認し、厚岸町介護保険住宅

改修支援費助成金交付決定・不決定通知書（別記様式第２号）によ

り申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容

介護支援専門員等が住宅改修費支給申請業務を行う月において、介

護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第46条第

１項に規定する居宅介護サービス計画費又は法第58条第１項に規定

する介護予防サービス計画費の支給（法第41条第６項又は法第53条

第４項に規定する代理受領を含む。）を受けていない者に対し行う

当該住宅改修支給申請業務を対象とする。ただし、住宅改修費支給

申請業務を必要とする介護保険被保険者に対し、介護支援専門員等

が厚岸町第１号介護予防支援事業実施要綱（平成29年厚岸町訓令第

７号）に定める介護予防ケアマネジメントを提供し、事業費を受け

ている場合を除く。

住宅改修費支給申請業務を行った介護支援専門員等が指定居宅介護

支援事業所に属する者でないとき

に該当する場合に助成する。

標 総 期 間 ４日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ４日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 546）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 福祉電話貸与の決定

根 拠 法令 名 厚岸町福祉電話貸与事業実施規則

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 町長は、前条の規定による申請があった場合には、当該申請書に基

づきその内容を審査し、貸与の可否を決定し、福祉電話(貸与決定

・申請却下)通知書(別記第 2 号様式)により、申請者に通知するも
のとする。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容

福祉電話の貸与を受けることができる者(以下「貸与対象者」とい

う。)は、厚岸町に住所を有する次の各号のいずれかに該当する者

であって、その者の属する世帯が現に電話を保有せず、かつ、その

者の属する世帯の生計中心者が前年中の所得税を課せられていない

場合とする。

(1) おおむね 65歳以上でひとり暮らしの者
(2) おおむね 65 歳以上の者のみで構成されている世帯で、慢性疾
患等のため、日常生活上注意を必要とする者

(3) 身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第 283 号)第 15 条第 4 項の
規定により身体障害者手帳の交付を受けた者で、その障害の程度が

1級又は 2級に該当する重度身体障害者のうち次に掲げる者
ア 外出困難な者

イ 難聴者

に該当する場合に貸与する。

標 総 期 間 ７日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ７日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 547）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和元年１０月１日作成

処 分 名 福祉機器貸与貸与の決定

根 拠 法令 名 厚岸町在宅福祉機器貸与規則

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 町長は、前条の規定による申請があった場合には、当該申請書に基

づきその内容を審査し、貸与の可否を決定し、在宅福祉機器(貸与

決定・申請却下)通知書(別記第 2 号様式)により、申請者に通知す
るものとする。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容

機器の貸与を受けることができる者(以下「貸与対象者」という。)

は、厚岸町に住所を有する者であって、別表の種目欄に対応する対

象者欄に掲げる者とする。

に該当する場合に貸与する。

標 総 期 間 ４日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ４日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 44 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 548）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和２年１１月４日作成

処 分 名 高齢者等及び身体障害者生活支援事業利用の決定

根 拠 法令 名 厚岸町高齢者等及び身体障害者生活支援事業条例

根 拠 条 項 第４条第２項

根 拠 条 文 町長は、前項の申請に基づき、申請者及び世帯の状況等について審

査を行い、サービスの提供を決定するものとし、その決定内容を申

請者に通知しなければならない。

審 査 基 準 条例の規定どおり
(1) 生きがい活動支援通所事業

の 内 容 イ 事業の対象者 高齢者等
(2) 生活管理指導短期宿泊事業
イ 事業の対象者 基本的な生活習慣が欠如し、対人関係が成立しない等の理由によ

り社会生活に 適応することが困難な高齢者等

(3) 配食サービス事業
イ 事業の対象者 高齢者等の単身世帯、世帯の構成員がすべてが高齢者等である世

帯その他これ に準ずるものと認められる世帯の高齢者等であって、老衰、心身の障
害、疾病等の理由により食 事の調理が困難なもの
(4) 生活管理指導員派遣事業
イ 事業の対象者 社会生活が困難な高齢者等

(5) 外出支援サービス事業
イ 事業の対象者 一般車両による移動が困難な身体障害者

(6) 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業
イ 事業の対象者 ひとり暮らしの高齢者等及び身体障害者であって、寝具の衛生管

理が困難なも の
(7) 緊急通報システム事業
イ 事業の対象者 高齢者等及び身体障害者の単身世帯並びに世帯の構成員がすべて

高齢者等及び 身体障害者である世帯その他これに準ずるものと認められる世帯の高
齢者等及び身体障害者
(8) ハートコール事業
イ 事業の対象者 ひとり暮らしの高齢者等

(9) 除雪サービス事業
イ 事業の対象者 高齢者等及び身体障害者の単身世帯並びに世帯の構成員がすべて

高齢者等及び 身体障害者である世帯その他これに準ずるものと認められる世帯の高

齢者等及び身体障害者

に該当する場合に利用決定する。

標 総 期 間 ４日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ４日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 549）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和２年１１月４日作成

処 分 名 厚岸町車いす等利用者通院等交通費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町車いす等利用者通院等交通費助成事業実施要綱

根 拠 条 項 第５条第２項・第９条第１項

根 拠 条 文 町長は、前項の規定による登録決定をしたときは、その内容につ

いて厚岸町車いす等利用者町外通院費助成事業利用登録者台帳(別

記様式第 4号)に登録する。
町長は、前条に規定する事後申請を受けたときは、その内容及び

厚岸町車いす等利用者通院等交通費助成事業車いす等利用状況確認

票(別記様式第 2号)による状況確認を行った上で第 5条第 1項に規
定する登録の可否を決定し、厚岸町車いす等利用者通院等交通費助

成決定(不決定)通知書(別記様式第 9 号)により当該事後申請者に通
知するものとする。

審 査 基 準 要綱の規定どおり

の 内 容 本町に住所を有し、次の各号のいずれかに該当する者であって、外

出時に車いす等を使用する必要があると町長が認めた者とする。た

だし、生活保護法(昭和 25 年法律第 144 号)第 6 条第 1 項に規定す
る被保護者を除く。

(1) 身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第 283 号)第 15 条第 4 項に
規定する身体障害者手帳の交付を受けている者

(2) 介護保険法(平成 9年法律第 123号)第 19条第 1項に規定する
要介護認定又は同条第 2項に規定する要支援認定を受けている者

に該当する場合に助成する。

標 総 期 間 ４日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ４日（機関名：保健福祉課地域支援係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 46 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 550）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和２年１０月２８日作成

処 分 名 子どものインフルエンザ予防接種費用助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町子どものインフルエンザ予防接種費用助成規則（平成 29 年厚岸町規則
第 14号）

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 助成を受けようとする対象者又はその保護者（親権を行う者、後

見人その他の現に当該子どもを監護する者をいう。）（以下「申請

者」という。）は、厚岸町子どものインフルエンザ予防接種費用助

成申請書（別記様式）に、当該予防接種を受けたことを証する書類

及び領収書を添えて、予防接種を受けた日の属する年度の末日まで

に、町長に申請するものとする。ただし、生活保護法の規定による

生活保護世帯に属する者でない者については、本町が委託した医療

機関に対し、本人であることを確認できる健康保険証、運転免許証

等の提示をもって申請があったものとみなす。

審 査 基 準 町長は、前条の申請書を受理したとき、又は前条ただし書きの規

の 内 容 定により予防接種を受けた者に係る助成金相当額を医療機関から請

求があったときは、その内容を審査の上、助成の可否を決定し、助

成が適当であると認めたときは、申請書または請求書を受理した日

から起算して 30 日以内に申請者または医療機関に対し、助成金相
当額を支払うものとする。

１ 助成の対象者

助成対象者は、予防接種を受ける日ににおいて、次のいずれに

も該当する者とする。

(１) 本町に住所を有する者

(２) 生後６月から 18 歳となる日の属する年度の末日までの間
に ある者

標 総 期 間 10日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）
準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 10日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考



- 47 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 551）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 保育施設等利用費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町保育施設等利用費助成事業実施規則（令和元年厚岸町規

則第 59号）

根 拠 条 項 第７条第１項

根 拠 条 文 第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容

を審査の上、助成の可否を決定し、厚岸町保育施設等利用費助成決

定通知(別記様式第 2 号)又は厚岸町保育施設等利用費助成申請却下
通知書(別記様式第 3号)により申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則で定める基準のとおり

の 内 容

厚岸町保育施設等利用費助成事業実施規則（令和元年厚岸町規則

第 59 号）第６条で定める申請書及び添付書類による申請があった
場合、助成要件を確認し、決定する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 48 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 552）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１１日作成

処 分 名 幼稚園等給食費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町幼稚園等給食費助成金交付規則（令和元年厚岸町規則第

56号）

根 拠 条 項 第６条第１項

根 拠 条 文 第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容

を審査し、助成の可否並びに助成する場合における期間及び月額を

決定し、厚岸町幼稚園等給食費助成金交付決定(却下)通知書(別記

様式第 2号)により、申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則で定める基準のとおり

の 内 容

厚岸町幼稚園等給食費助成金交付規則（令和元年厚岸町

規則第 56 号）第５条１項及び第２項で定める申請書及び添付
書類による申請があった場合、助成要件を確認し、決定する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課子育て施策推進係）

所 管 部 署 保健福祉課子育て施策推進係

備 考



- 49 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 553）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和３年１０月１２日作成

処 分 名 介護予防訪問相当サービス利用者負担額助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町介護予防訪問相当サービス利用者負担額助成事業実施規

則

（令和元年厚岸町規則第 66号）

根 拠 条 項 第７条

根 拠 条 文 第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、審査の上、

助成金の交付の可否及び交付する場合における助成金の額を決定

し、厚岸町介護予防訪問相当サービス利用者負担額助成決定(不決

定)通知書(別記様式第 3号)により申請者に通知するものとする。

審 査 基 準 規則で定める基準のとおり

の 内 容

厚岸町介護予防訪問相当サービス利用者負担額助成事業

実施規則（令和元年厚岸町規則第 66 号）第６条で定める申
請書及び添付書類による申請があった場合、助成要件を確認し、決

定・交付する。

標 総 期 間 ３０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考



- 50 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 554）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和２年１１月４日作成

処 分 名 高額介護予防サービス費に相当する費用の支給

根 拠 法令 名 厚岸町介護予防・日常生活支援総合事業条例

根 拠 条 項 第９条

根 拠 条 文 町長は、国要綱に基づき、利用者に対し高額介護サービス費及び高

額医療合算介護予防サービス費に相当する費用を支給するものとす

る。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容

１ 条例第 9 条に規定する費用の支給要件、支給額その他高額介護
予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費の支給に相

当する費用に関して必要な事項は、介護保険法施行令(平成 10 年
政令第 412 号)第 29 条の 2 の 2 及び第 29 条の 3 の規定を準用す

る。

２ 高額介護予防サービス費の支給に相当する費用の支給を希望す

る者は、高額介護予防サービス費相当額支給申請書(別記様式第 6
号)を町長に提出しなければならない。

３ 町長は、前項の申請があったときは、速やかに審査し、支給の

可否を決定し、高額(医療合算)介護予防サービス費相当額支給(不

支給)決定通知書(別記様式第 7 号)により当該申請者に通知する
も のとする。

標 総 期 間 ３０日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉介護保険係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 51 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 555）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和２年１１月４日作成

処 分 名 高額医療合算介護予防ｻｰﾋﾞｽ費に相当する費用の支給

根 拠 法令 名 厚岸町介護予防・日常生活支援総合事業条例

根 拠 条 項 第９条

根 拠 条 文 町長は、国要綱に基づき、利用者に対し高額介護サービス費及び高

額医療合算介護予防サービス費に相当する費用を支給するものとす

る。

審 査 基 準 規則に定める基準のとおり

の 内 容

１ 条例第 9 条に規定する費用の支給要件、支給額その他高額介護
予防サービス費及び高額医療合算介護予防サービス費の支給に

相 当する費用に関して必要な事項は、介護保険法施行令(平成 10
年 政令第 412 号)第 29 条の 2 の 2 及び第 29 条の 3 の規定を準用
する。

４ 高額医療合算介護予防サービス費相当額の支給を受けようとす

る者は、高額医療合算介護予防サービス費相当額支給申請書兼自

己負担額証明書交付申請書(別記様式第 8号)を町長に提出しなけ
ればならない。

５ 町長は、前項の申請があったときは、速やかに当該被保険者の

介護保険に係る自己負担額の内容を確認し、介護保険自己負担額

証明書(別記様式第 9号)を当該申請者に交付するものとする。

標 総 期 間 ３０日（土曜、日曜は含まない ）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 ３０日（機関名：保健福祉介護保険係）

所 管 部 署 保健福祉課地域支援係

備 考



- 52 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 556）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和４年１０月１４日作成

処 分 名 診断書等取得費用助成金交付の決定

根 拠 法令 名 厚岸町障害福祉制度の申請に係る診断書等取得費用助成金交付規則

（令和４年厚岸町規則第 13号）

根 拠 条 項 第 6条

根 拠 条 文 (交付の決定等)

町長は、規則第５条第 1 項の規定による申請があったときは、速
やかにその内容を審査して助成金の交付の可否を決定し、当該申請

者に対しその旨を障害及び難病を事由とする診断書等取得費用助成

金交付(却下)決定通知書(別記様式第 2 号)により通知するものとす
る。

審 査 基 準 診断書等取得費用助成金交付の決定をしたときは、診断書等取得

の 内 容 費用助成金交付(却下)決定通知書(別記様式第 2 号)により通知する
ものとする。

標 総 期 間 １０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考



- 53 -

様式２（行政手続条例適用：個票番号 557）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和４年１０月１４日作成

処 分 名 補聴器購入費等助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町軽度・中等度難聴児及び難聴者補聴器購入費等助成事業実施

規則（令和４年厚岸町規則第 18号）

根 拠 条 項 第 6条

根 拠 条 文 (助成決定)

町長は、規則第６条の規定による申請書の提出があったときは、

調査書(別記様式第 3 号)により審査し、補聴器の購入費等の助成の
可否を決定し、助成の決定をした場合にあっては厚岸町軽度・中等

度難聴者補聴器購入費等助成事業決定通知書(別記様式第 4 号)によ
り、助成しないと決定した場合にあっては厚岸町軽度・中等度難聴

者補聴器購入費等助成事業却下通知書(別記様式第 5 号)により申請
者に通知するものとする。

審 査 基 準 補聴器の購入等の助成の決定をしたときは、厚岸町軽度・中等度

の 内 容 難聴者補聴器購入費等助成券(別記様式第 6 号。以下「助成券」と
いう。)を申請者に交付するものとする。

標 総 期 間 １０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 558）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和４年１０月１４日作成

処 分 名 自助具の給付の決定

根 拠 法令 名 厚岸町重度身体障害者自助具給付事業実施規則

（令和 4年厚岸町規則第 12号）

根 拠 条 項 第 6条

根 拠 条 文 (給付決定)

町長は、規則第４条の規定による申請書及び当該自助具の購入に

係る見積書の提出があったときは、重度身体障害者自助具給付調査

書(別記様式第 2 号)により審査し、給付の可否を決定し、通知する
ものとする。

審 査 基 準 規則第４条に規定する申請について給付の決定をしたときは、厚

の 内 容 岸町重度身体障害者自助具給付券(別記様式第 5号。以下「給付券」
という。)を申請者に交付するものとする。

標 総 期 間 １０日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）

準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 １０日（機関名：保健福祉課障がい福祉係）

所 管 部 署 保健福祉課障がい福祉係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 559）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和４年１０月５日作成

処 分 名 不妊治療費助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町不妊治療費助成規則（令和４年厚岸町規則第 37号）

根 拠 条 項 第６条

根 拠 条 文 助成金の交付を受けようとする助成対象者(以下「申請者」とい

う。)は、不妊治療を受けた日の属する年度の末日までに、厚岸町

不妊治療費助成申請書(別記様式第 1 号)に次の書類を添えて町長に
申請するものとする。

(1) 厚岸町不妊治療費助成に関する受診等証明書(別記様式第 2
号)

(2) 不妊治療に係る領収書

(3) 戸籍謄本(発行日から 3月以内のもの)
(4) 住民票謄本(記載事項(個人番号を除く。)の省略していないも

の(発行日から 3月以内のもの))
(5) 第 3 条第 1 号に規定する夫婦のうち、届出をしないが事実上
婚姻関係と同様の事情にある者については、事実婚関係に関する申

立書(別記様式第 3号)
(6) その他町長が特に必要と認める書類

審 査 基 準 町長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、助

の 内 容 成金の交付の可否を決定し、厚岸町不妊治療費助成承認・不承認決

定通知書(別記様式第 4号)により申請者に通知するものとする。
町長は、助成が適当であると認めたときは、前項の交付決定の通

知の日から起算して 30 日以内に申請者に助成金を交付するものと
する。

１ 助成の対象者

助成を受けることができる者(以下「助成対象者」という。)は、

次に掲げる全ての要件に該当するものとする。

(1) 婚姻をしている夫婦又は届出をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者(以下これらを「夫婦」という。)

(2) 夫婦ともに住民基本台帳法(昭和 42年法律第 81号)に基づき、
本町の住民基本台帳に登録されている者

(3) 医療保険各法に規定する被保険者若しくは組合員又は被扶養

者であること。

(4) 夫婦のいずれも次に掲げるものの滞納がないこと。ただし、

現に滞納がある場合であってもその納入について町長が確実と認

められるときは、この限りでない。

ア 町税

イ 国民健康保険税

ウ 後期高齢者医療保険料

エ 介護保険料

オ ごみ処理手数料
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カ 町営住宅使用料

キ 水道料及び下水道使用料

ク 公共下水道事業受益者負担金

標 総 期 間 10日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）
準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）

間

処分機関 10日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考
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様式２（行政手続条例適用：個票番号 660）

申請に対する処分に係る審査基準・標準処理期間

令和４年１０月５日作成

処 分 名 ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種費用助成の決定

根 拠 法令 名 厚岸町ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種費用助成規則（令和４

年厚岸町規則第 38号）

根 拠 条 項 第５条

根 拠 条 文 申請者は、ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種費用助

成申請書(別記様式第 1号)に、接種履歴が確認できる母子健康手帳、
予防接種済証又は接種済みの記載がある予診票の写しその他の当該

予防接種を受けたことを証する書類(以下「母子健康手帳等の書類」

という。)及び領収書を添えて、令和 7年 3月 31日までに、町長に
申請するものとする。

2 申請者が母子健康手帳等の書類を、紛失等の理由で提出できな

い場合については、ヒトパピローマウイルス感染症に係る任意接種

費用助成申請用証明書(別記様式第 2 号)の提出をもって、母子健康
手帳等の書類に代えることができる。

審 査 基 準 町長は、前条第 1 項に規定するの申請書を受理したときは、その
の 内 容 内容を審査の上、助成の可否を決定し、ヒトパピローマウイルス感

染症に係る任意接種費用助成決定(不決定)通知書(別記様式第 3号)
により、申請者に通知するものとする。この場合において、助成が

適当であると認めたときは、申請書を受理した日から起算して 30
日以内に申請者に対し、助成金相当額を支払うものとする。

１ 助成の対象者

助成対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

(1) 令和 4年 4月 1日時点で本町に住所を有する者
(2) 16 歳となる日の属する年度の末日までにヒトパピローマウイ
ルス感染症に係る定期接種において 3 回の接種を完了していな

い 者

(3) 17 歳となる日の属する年度の初日から令和 3 年度の末日まで
に 日本国内の医療機関で組換え沈降 2 価 HPV ワクチン又は組換
え沈 降 4価 HPVワクチンの任意接種を自費で受けた者
(4) 助成を受けようとする接種回数分について、キャッチアップ

接種(積極的勧奨の差控えにより定期接種の機会を逃した者につ

いて、公平な接種機会を確保する観点から、時限的に、従来の

定期接種の年齢を超えて接種を行うことをいう。)を受けていな

い者

標 総 期 間 10日（日曜日、土曜日及び祝日は含まない。）
準

処 経由機関 日（機関名： ）

理

期 協議機関 日（機関名： ）
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間

処分機関 10日（機関名：保健福祉課健康推進係）

所 管 部 署 保健福祉課健康推進係

備 考


